






























In Japan, where frequent earthquakes occur, wooden houses built by conventional construction 
technologies occupy the majority of domestic detached houses. A highly reliable seismic diagnosis of 
the houses is required for residents to live in safe and secure environments. However, the reliability of 
the current seismic diagnosis is considered insufficient, because the house inspectors confirm only the 
presence or absence of the pillars or braces which are strength members of houses in the seismic 
diagnosis. On the other hand, the rapid seismic diagnosis of the affected houses is required when a 
large earthquake occurred. However, the rapid seismic diagnosis is difficult, because the seismic 
diagnosis needs skilled house inspectors for the evaluations and the number of inspectors is not enough. 
Moreover, as Japan is facing a problem of aging and depopulation, a shortage of skilled inspectors 
appears year by year. 
In this research, a multi-static linear array radar (MSLAR) was proposed as a new nondestructive 
inspection system for seismic diagnosis of the houses by the conventional construction method to 
solve the issues mentioned above. For MSLAR, a resistively loaded printed bowtie antenna operating 
at the frequency range of 10 GHz to 20 GHz was optimized and designed, and a linear array antenna 
composed of these antennas was designed and optimized. A calibration method applicable to MSLAR 
was proposed for the linear array antenna which has transmitting and receiving antennas regularly 
arranged. This method allowed calibration of the transfer functions of the transmitting and receiving 
channels without disconnecting the antennas from the radar system by the calibration data measured 
with the metal reflection plate arranged at a short distance from the antenna. Considering the antenna 
arrangement, the frequency domain data acquired at all transmitting and receiving channels were 
calibrated by the calibration matrix made from the calibration data acquired at only the closest 
transmitting and receiving channel pair. The performance test of the developed MSLAR at 10-20GHz 
showed that MSLAR can reconstruct clearly a three-dimensional image of the shape of the brace inside 
the wooden house wall model of the conventional construction technologies. Evaluation tests of the 
calibration method using MSLAR also shows that the artifact of the target image disappeared and the 
range distance of the target image is corrected. The demonstration test for the models which were 
faithfully simulating actual outer walls of a wooden house built by the conventional construction 
technologies showed that MSLAR can reconstruct clearly the three-dimensional image of the shape 
of the brace inside the wooden house wall.  
In addition, the support system of seismic diagnosis was discussed in order to apply MSLAR to 
actual seismic diagnosis. By using MSLAR and this support system, the arrangement and cross-section 
of the braces inside the wooden house wall were measured from the three-dimensional image of that. 
The accuracy was enough to specify the brace cross-section standardized in increments of 15 mm. It 
was showed that it is possible to calculate the earthquake resistance strength with high reliability by 
specifying the shape of the brace. Furthermore, it was showed that it is possible to realize both 
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 また，平成 21 年には住宅瑕疵担保履行法が施行されて新築住宅を供給する事業者に対し
て耐震性能を決める構造耐力上主要な部分および雨水の浸入を防止する部分の瑕疵に対す
る 10 年間の瑕疵担保責任が負わされた．（中古住宅の売買では，事業者を売主とする場合に




































図 1.1 年度別新規着工住宅戸数推移 























図 1.2 新設着工住宅における構造別・建て方割合（H26 年度） 






































































図 1.8 耐力壁の構造（表面仕上げ） 
(a)屋外壁側，(b)壁の断面，(c)屋内壁側． 
1.3 筋交いの規格 












筋交いに引っ張り力，圧縮力の両方を対応させるために，一般的には幅 90 mm，厚み 30 mm
以上の筋交いが用いられる．大半の木造住宅では，“二つ割”と呼ばれる厚さ 45 mm×幅 90 










壁倍率は 4 となる．また建物によっては表 1.1 で示す断面形状以外の筋交いが用いられる場
合もあるが，木造建築で利用される木材の殆どは 15 mm 刻みで寸法が規格化されているた
め，筋交いの断面形状は 15 mm 刻みで読み取れば十分と考えられる．  
 
























片筋交い たすき掛け 片筋交い たすき掛け





























































































 従来工法の木造家屋で利用される筋交いは規格化されており，大半の木造家屋では 2 種
類の形状の木材が筋交いとして利用される．1 つは“二つ割”と呼ばれる厚さ 45 mm×幅
90 mm の断面形状を持つ筋交いであり，もう 1 つは“三つ割”と呼ばれる厚さ 30 mm×幅
90 mm の断面形状を持つ筋交いである．この筋交いの強度は厚みのみで区別される．した
がって筋交いの形状の検査に必要な装置性能として，筋交いの厚みを区別できることが必






















  （1.3） 


























この表から，どのハンディタイプのレーダも周波数帯域幅が 10 GHz を満たしていないこと




伴い，マイクロ波帯（3 GHz～30 GHz）での UWB（ultra-wide band）技術も進展している．
現在では 20 GHz まで動作する電子デバイスも容易に入手可能になっており，前記分解能を
持つレーダシステムを実現可能な状況にある．したがって研究対象とする装置の周波数帯




送受信アンテナのみを利用する場合には多くの計測作業を要する．例えば，縦 1 m 横 0.5 m 
の計測範囲で壁の内部を映像化する場合には，送受信アンテナを壁の上で走査し，1 m の計




製造 メーカー 製品名 変調方式 周波数 主たる用途
KSD-20 インパルス 800MHz コンクリート空洞厚さ
KSD-8-20W インパルス 1000MHz コンクリート構造物背面空洞
NJJ-105 インパルス 300MHz～2.3GHz コンクリート内部の埋設物（鉄筋、電配管、等）探査
NJJ-200 インパルス 800MHz～3.4GHz コンクリート内部の埋設物（鉄筋、電配管、等）探査
三井造船（株） MPLA-245A ステップ周波数 100MHz～4.5GHz コンクリート内埋設物調査
GSSI StructuerScan mini インパルス 1.6GHz コンクリート中の密集鉄筋や配管・空洞等
ボッシュ（株） D-TECT 150CNT － 1.8GHz～4GHz コンクリート探知機、鉄筋、電気配線、金属、配管等
HILTI PS 1000 X-scan インパルス 1GHz～4.3GHz コンクリート内埋設物調査









寸法は 10 mm～20 mm 程度になると考えられ，1 次元アレイアンテナのアンテナ間隔は同じ





























・1 回の走査で 2 次元平面状のデータを計測することが可能であり，短時間で 3 次元映像
化に必要なデータを計測できる． 




リート内部の 3 次元映像出力を図 1.10(a)下に示す．縦軸は深さ，横軸は走査距離を示す．
鉄筋や塩ビ管が容易に認識できることが分かる．本論文では，提案するマルチスタティック





図 1.10 マルチスタティックレーダと従来型モノスタティックレーダの概念図 
(a) マルチスタティックレーダ，(b) モノスタティックレーダ 
 
1.6 研究の目的および本論文の構成 
 本研究の目的は，従来工法で建築された木造家屋の耐震性能評価における 3 次元イメー
ジングレーダ技術の応用にある．本研究では，木造家屋の耐震性能評価用の 3 次元イメージ









 第 1 章では，本研究の背景と目的を示す．その中で従来工法木造家屋の耐震診断の現状と
課題を示す．そして課題を解決する非破壊検査装置として MSLAR を提案する． 
 第 2 章では，MSLAR 用に開発したリニアアレイアンテナの最適化設計について述べる．  
 第 3 章では，MSLAR に適用可能なリニアアレイアンテナの校正方法を提案する 
 第 4 章では，開発した MSLAR の概要ならびにその性能確認試験について述べる． 













 第 5 章では，実際の従来工法木造家屋の外壁を忠実に模擬した試験体を利用して MSLAR
の性能が筋交いの映像化において十分であることを実証する． 
 第 6 章では，木造家屋の耐震診断がどのように実施されているかを把握し，その中でどの
ように適用すべきか検討する．また，今後の課題についても検討を行う． 
 最後の第 7 章では，結論として本研究で得られた知見と成果について述べる．  
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する周波数帯域幅の 10 GHz～20 GHz では市販されておらず入手が困難であるため，新規に
開発する必要がある．アンテナ [2]と同様にバランもプリント化し，軽量化，低コスト化を
図る． 
















ポールを構成する 2 つの素子は両面基板の表面と裏面にそれぞれ形成されている．図 2.1 に
最初に試作した試作ボウタイアンテナ#1 の概略図を示す．図 2.2 にその写真を示す．基板に
は比誘電率 2.6 の高周波用両面基板（Panasonic R3747）を用いた．送受信アンテナは，10 mm
幅のグランド部を挟み，同一基板上に配置されている．アンテナ素子長は 8.4 mm である．
アンテナを構成するボウタイ形状の素子は基板の表面と裏面に形成されている．Q 値を低





クロ波の輻射面とした．アンテナの設計中心周波数は 18 GHz である． 
 
 





















図 2.2 試作ボウタイアンテナ#1 
 
試作ボウタイアンテナ#1 の動作試験を実施した．図 2.3 に計測試験の概略図を示す．試作
ボウタイアンテナ#1 についてベクトルネットワークアナライザ（VNA）を用いて S21を計測
した．測定周波数は 10 GHz～20 GHz．目標物にはアルミ板（140 mm×140 mm，厚み 2 mm），
及び木造建築で実際に使用されている筋交い木材（二つ割，厚み 45 mm，幅 90 mm，長さ
300 mm）の 2 種類を用いた．壁内部の筋交いの位置を踏まえ，目標物を試作ボウタイアン
テナ#1 から 90mm 離れた距離に置き計測を実施した．アンテナの表側（非輻射面側）には，
1 mm 厚のテフロンシート，3.6 mm 厚のフェライト吸収材 (SF-15)，25 mm 厚のカーボン吸
収材を順番に重ねて配置し，後方への不要反射を防ぐ構成とした． 





差処理）これにより目標物からの反射波形のみが得られる．図 2.4，図 2.5 から 10GHz～
20GHz にわたってアルミ板と筋交い木材からの反射が良く得られていることが分かる．こ







このアンテナの電圧定在波比 (以下VSWR: voltage standing wave ratio) の計測結果を図 2.6
に示す．通常アンテナの VSWR は 1.5 以下が理想とされるが，このアンテナのような広帯
域アンテナの場合 3 以下であれば許容できると考えられる．例えば，VSWR が 1.5 の場合
アンテナの電力効率は 96 %となり，VSWR が 3 の場合アンテナの電力効率は 75 %となる．













































































図 2.6 試作ボウタイアンテナ#1 の VSWR 
 
2.3 テーパーバラン回路の検討 































電線側から見ると，2 つの並列した 200 Ω の抵抗がグランドを挟んで直列に接続されるため
Rgは 200 Ω となる．また，ボウタイアンテナの Raは，ボウタイアンテナの形状によりダイ


























ナでは，アンテナ側の特性インピーダンスが 200 Ω のバランを接続することが適当である











い制約がある．具体的には基板給電部のグランド付きコプレーナ線路長には 5 mm しか与え
られていない．まずこのような短い距離でのインピーダンス整合が可能かどうかを検証す
るためマイクロストリップ線路をモデルにして簡単なコンピュータシミュレーションを実
施した．シミュレーションに利用したソフトウエアは MEL 社の S-NAP である．アンテナ
基板に合わせて計算に用いた基板の厚みは 1.6 mm，比誘電率は 2.6 である．Port1 側の特性
インピーダンスは給電線路に合わせて 50 Ω，Port2 側の特性インピーダンスは抵抗装荷ボウ
タイアンテナの入力インピーダンスの目標値である 200 Ω とした．またアンテナ給電部の
平行給電線路の長さも考慮し線路長は 12 mm とした．図 2.8 にその計算結果を示す．50 Ω
から 200 Ω への長さ 12 mm のインピーダンス傾斜は，10 GHz 以上の周波数帯でマイクロ波













図 2.8 テーパ付マイクロストリップ線路の通過特性． 





はインピーダンスを 50 Ω から 100 Ω へ整合させる．平行給電線路ではインピーダンスを
































4 mm 0.08 mm
1.6 mmt
12 mm












試作ボウタイアンテナ#2 の概略図を図 2.10 に示す．図 2.11 にはその写真を示す．8 mm の
線路長を持つテーパーバラン回路がアンテナ給電部に接続されている．アンテナ素子長は
試作ボウタイアンテナ#1 とほぼ合わせており 9 mm である．アレイアンテナ化した場合を
想定して等間隔に並んだ送信 5 ch，受信 5 ch のレイアウトで試作した．送受信アンテナそ
れぞれのアンテナ間隔は 12 mm である．送受信アンテナアレイはアレイ方向にアンテナ間
隔の半分の 6 mm ずれている．基板の表面と裏面のグランド面は複数のスルーホールで導通
している．アンテナの設計中心周波数は約 17 GHz である．その他の仕様は試作ボウタイア
ンテナ#1 と同じである．また，アンテナの外形寸法を大きくした試作ボウタイアンテナ#3
の概略図を図 2.12 に示す．図 2.13 にはその写真を示す．このアンテナも 10.5 mm の線路長
を持つテーパーバラン回路が接続されている．アンテナ素子長は 12 mm である．送受信そ
れぞれのアンテナ間隔は 15 mm である．送受信アンテナはアレイ方向にアンテナ間隔の半
分の 7.5 mm ずれている．アンテナの設計中心周波数は約 12.5 GHz である．その他の仕様は
試作ボウタイアンテナ#2 と同じである．  






















図 2.10 試作ボウタイアンテナ#2 概略図 
(a)アンテナ表面，(b)側面，(c)裏面（輻射側） 
 




























































図 2.13 試作ボウタイアンテナ#3 
 
 図 2.14 に今回試作したボウタイアンテナの VSWR を示す．計測試験は図 2.3 に示される
前述の試験と同様に行った．テーパーバラン回路が接続された試作ボウタイアンテナ#2 と
#3 において，10 GHz～20 GHz にわたって VSWR が 3 以下に改善されていることが分かる．
この値は広帯域アンテナとして実用上十分な値である．これはテーパーバラン回路による
インピーダンス整合効果によるものであると考えられる．そして VSWR が極小値となる周
波数から，試作ボウタイアンテナ#2 と#3 は，それぞれ 18.4 GHz，14 GHz に共振周波数を持





 次に，前述の試験と同様にアンテナから 90 mm 離れた位置に置いたアルミ板と筋交い木
材を目標物として，試作ボウタイアンテナ#2 と#3 での受信波形を計測した．使用した送受
信アンテナは，アレイアンテナ中央の最近接送受信アンテナ（Port 1, Port 2）である．他の
アンテナの入出力ポートは 50 Ω で終端している．試作ボウタイアンテナ#2 の差処理後の周






幅を表す．図 2.4，図 2.5 の試作ボウタイアンテナ#1 と比較して，主に 15 GHz 以上の帯域
において目標物からの反射信号強度が増大していることが分かる．特に目標物が筋交い木
材の場合にこの傾向が強い．次に試作ボウタイアンテナ#3 の差処理後の周波数領域の受信
電圧波形の計測結果を図 2.17，図 2.18 に示す．試作ボウタイアンテナ#2 と比較すると，10 
GHz～20 GHz において 15 GHz 以上の帯域の反射信号強度があまり落ちずに 15 GHz 以下の
帯域の信反射号強度が増大しており，周波数帯域幅がより改善されていることが分かる．こ
れは試作ボウタイアンテナ#3 の共振周波数 14 GHz が，利用周波数帯域 10 GHz～20 GHz の
中心周波数である 15 GHz により近いためであると考えられる． 










となる幅として定義すると，目標物の反射パルス幅は約 0.1 ns であった．これは距離分解能








図 2.14 試作ボウタイアンテナ#1，#2，#3 の VSWR 
 
 

























































































































































隔の異なる 2 種類のリニアアレイアンテナを試作し，送受信アレイ間隔の検討を実施した． 
試作アレイアンテナ A の写真を図 2.21 に示す．アンテナには前節で最適であると判断し
た試作ボウタイアンテナ#3 を使用している．ポート 1〜5 のアンテナは送信用，ポート 6〜
10 のアンテナは受信用のアンテナアレイを構成している．送信アンテナアレイと受信アン
テナアレイの間隔は 23 mm である．そのほかの寸法は図 2.12，図 2.13 で示される試作ボウ
タイアンテナ#3 と同じである．図 2.22 に試作アレイアンテナ B の写真を示す．送信アンテ


























図 2.21 試作アレイアンテナ A 
 
 
図 2.22 試作アレイアンテナ B 
 
計測試験は図 3 に示される前述の試験と同様に行った．まず試作アレイアンテナ A と B
について，ポート 8 のアンテナの VSWR を計測した．他のアンテナの入出力ポートは 50 Ω
で終端している．その結果を図 2.23 に示す．試作アレイアンテナ A と B 共に，測定された
VSWR は 10 GHz～20 GHz にわたって 3 より小さく，リニアアレイアンテナとして利用す




次に，前述の試験と同様にアンテナから 90 mm 離れた位置に置いた筋交い木材を目標物
にして，試作アレイアンテナ A と B での受信波形を計測した．ポート 3 のアンテナを送信
Port6 Port7 Port8 Port9 Port10
Port1 Port2 Port3 Port4 Port5
23mm
Port6 Port7 Port8 Port9 Port10





の全てのポートは 50 Ω で終端されている．試作アレイアンテナ A と B の時間領域の受信
電圧波形を図 2.24 に示す．その値は送信アンテナに入力されるマイクロ波の電圧振幅で正
規化されており，1000 mU は入力マイクロ波の電圧振幅を表す．図中の 0.2 ns でのパルス
波形は，送信アンテナから受信アンテナに直接伝播する直接波を示していると考えられる．
0.8 ns でのパルス波形は筋交い木材からの反射波を示していると考えられる．試作アレイア
ンテナ A と B を比較しても筋交い木材のパルス波形は殆ど変わらないことが分かる．その
一方で直接波の振幅は，試作アレイアンテナ B の方が A よりも約 3.5 倍増大している．こ
のとき，直接波の振幅は筋交い木材からの反射波の振幅より約 2 倍大きい．逆に，試作アレ
イアンテナ A では直接波の振幅は，筋交い木材の約半分となっている．MSLAR の装置化を
考慮した場合，3 次元映像化の信号処理に不要な直接波の振幅を筋交い木材からの反射波の
振幅より小さくすることは，装置に利用する A / D（Analog / Digital）変換器の計測ダイナミ
ックレンジを有効活用することができるという大きな利点となる．図 2.24 の時間領域の受
信波形を実際に A / D 変換器に入力される周波数領域での受信波形に直したものを図 2.25
に示す．縦軸は受信波形の正規化受信電圧，横軸は周波数を示している．実線は試作アレイ
アンテナ A による受信波形，破線は試作アレイアンテナ B による受信波形を示している．
これら 2 つの波形を比較すると送受信アレイ間隔を 15 mm から 23 mm へ広げることによ
り，正規化受信電圧のレンジを 28mU から 13mU へ半分以下に抑制できることが分かる．
この抑制により受信波形を A / D 変換器の手前で 2 倍増幅できるため，受信信号の S / N 比
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 本研究で提案する MSLAR では，2 つの RF スイッチ（SP32T: single pole 32 throw）がリニ
アアレイアンテナに取り付けられる．図 3.1 に MSLAR 用に製作した送信 32 ch，受信 32 ch
のリニアアレイアンテナを示す． 図 3.2 にそのリニアアレイアンテナのレイアウトを示す． 
 
 
図 3.1 2 つの RF スイッチが取り付けられたリニアアレイアンテナ 
 






























ことができる．しかしながら，本研究で提案する MSLAR では計測対象の壁の厚みが 200 
mm 程度であるためレンジ方向の計測範囲は 200 mm 以下である．この計測範囲はアンテナ
































)()()()(  nmnmmn AYBX   （3.1） 
ここで、An(ω)は n 番目の送信アンテナの伝達関数を含む n 番目の送信チャネルの伝達関数















2 f   （3.2） 





法はアレイアンテナの外形寸法に比べて十分大きいとする． 2rcal mn は、n 番目の送信アン
テナから m 番目の受信アンテナまでのマイクロ波伝搬経路の距離を表す． 
 
図 3.4 校正データの計測の概念図 
 
このとき，反射板の計測データである校正データ Hmn(ω)は以下の式で表される． 
)()()()(  nmncalmmn AYBH   （3.3） 
ここで Ycal mn(ω)は，n 番目の送信アンテナから送信され，反射板で反射され，m 番目の受信
アンテナで受信されたマイクロ波の電圧振幅を表す．ここで，送受信アンテナの配置ならび













































ここで金属板の反射率は－1 とした．k は伝播したマイクロ波の波数，v はマイクロ波の伝
搬速度である．送受信アンテナの指向特性は（3.3）式の An(ω)と Bm(ω)にそれぞれ含まれて
いるものとする．（3.3）式，（3.4）式，（3.5）式から Hmn(ω)の中の Ycal mn(ω)は，m－n = 0 ま
たは－1 の場合に，送信アンテナの番号 n および受信アンテナの番号 m に対して独立とな
る．この Hmn(ω)（m－n = 0 または－1）を利用することにより，以下の（3.6）式のように m
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  （3.7） 
（3.7）式の分母と分子の Hmn(ω)の掛け算と，H'52(ω)との間の関係を図示すると図 3.5 のよ





図 3.5 校正行列の要素 H'52(ω)を構成する校正データの概念図 
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   （3.11） 
また，本章で校正の対象としている MSLAR のように送信アレイが受信アレイから走査方
向にアレイ間隔Δxarrayだけ離れている場合，rcal11は以下の式で表される．（図 3.2 ではΔxarray




























 これまでに示した校正アルゴリズムを実際に計測したデータに適用する手順を図 3.6 に
示す． 
 



































































には，アレイアンテナから 75 mm 離した位置に置いた反射板の計測データを利用した．反
射板には，リニアアレイアンテナより十分大きいと考えられる長さ 1000 mm×幅 400 mm の
ステンレス板を使用した．検証に用いる計測データの目標物には校正データの計測に用い
た反射板を選定した．つまり校正データ自身に対して校正することにより検証を行った． 







電圧振幅の標準偏差ならびに平均値を算出した．図 3.7 に位相の標準偏差を示す．図 3.8 に
電圧振幅の標準偏差と平均値を示す．各図中では校正前の値を破線で，校正後の値を実線で
それぞれ示している．ここで，図のタイトルの下に示した NSは標準偏差と平均値の算出に
利用した反射板の計測データ Hmn(ω)のサンプル数を示す．（3.10）式の比例定数 C について
51 
 




















































































図 3.7 校正処理前後の周波数領域の計測データの位相の標準偏差 
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図 3.8 校正処理前後の周波数領域の計測データの電圧振幅の標準偏差と平均値 
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 図 3.7 から，LTR = 7.5 mm，52.5 mm，127.5 mm の 3 ケースの全てにおいて校正による位



























アンテナから反射板までの距離は 75 mm であり，最も低い周波数である 10 GHz での波長





























このリニアアレイアンテナの物理的な最大寸法はアレイアンテナの長さ 472.5 mm であるが，
合成開口処理を前提とした場合の実効的な最大寸法 D は以下のように求めれば良いと考え








ンテナなら 75 mm 離れているため，有効な計測データが得られる範囲は送受信間隔が 150 
mm 以内になることが図から分かる．この長さを実効的な最大寸法 D として考える．3.1 節
で述べた通り，本研究で提案する MSLAR では計測対象の壁の厚みが 200 mm 程度であるた
めレンジ方向の計測範囲は 200 mm以下である．この計測範囲はアンテナアレイの長さ 472.5 




図 3.9 校正データの計測レイアウト 
 
D が 150 mm の場合，波長が 10 GHz の 30 mm あるいは 20 GHz の 15 mm では，R はそれぞ

















らびに Hqq+1 の中の各 Ycal11 の間に微妙な相違が生じ，校正行列に誤差が蓄積されたために
校正による位相の標準偏差の低減効果が減少したと考えられる． 
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第 4章 マルチスタティックリニアアレイレーダの開発 
 第 2 章では， マルチスタティックリニアアレイレーダ（MSLAR）用リニアアレイアンテ
ナを最適化設計した．第 3 章では，リニアアレイアンテナの校正方法を提案した．本章で
は，木造家屋用非破壊検査装置としてこのリニアアレイアンテナを内蔵した MSLAR を提
案する．本装置は送信 32 チャンネル，受信 32 チャンネルのリニアアレイアンテナを持つ
マルチスタティックレーダである．ハンディタイプのレーダ本体を壁の上で走査させるこ
とにより，１回の計測で壁内部の明瞭な 3 次元映像を得ることができる． 
 
4.1 序 
 第 1 章で述べたように，従来工法で建築された木造住宅の耐震診断において壁の中の筋
交いの配置や形状の検査を“簡便に”，”非破壊”で行える検査手法は未だ確立していない．
本研究では，これを実現するための非破壊検査装置として 10 GHz～20 GHz を利用した
MSLAR を提案し，その有効性を実証するために実際に MSLAR を開発した[1-3]．本章では
開発した MSLAR の概要ならびにその性能確認試験について述べる．  
 この第 4 章は以下の順で構成される．4.2 節では，開発した MSLAR について概要を述べ




本節では，開発した MSLAR について概要を述べる．  
 
4.2.1 リニアアレイアンテナレイアウト 
MSLAR に内蔵されたリニアアレイアンテナのレイアウトを図 4.1 に示す．32 個のアンテ
ナを 15 mm の間隔で 1 次元状に配置して送信アンテナアレイを構成し，32 個のアンテナを
同様に配置して受信アンテナアレイを構成している．送信アレイと受信アレイは走査方向
に 23 mm 離して配置されている．受信アンテナアレイは送信アンテナアレイに対し走査方
向右側にアンテナ間隔の半分である 7.5mm ずれて配置されており，送受信アンテナは等間





図 4.1 MSLAR のアレイアンテナレイアウト 
 
4.2.2 信号処理 




図 4.2 計測概念図 
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 , , , 0,T Rx y y z t        （4.1） 








   

   
  （4.2） 
（4.2）式によって計測データ ψを以下のように再定義する． 
 , , , 0,x Y y z t        （4.3） 
この計測データに対して 4 重フーリエ変換を行う． 
   
4
( )
2( , , , ) 2 , , , 0, x
j k x PY py t
xA k P p x Y y z t e dx dY dy dt
  
                
 （4.4） 
この（4.4）式に対して以下の計算を行うことにより目標物の 3 次元映像 f(x, y, z)が求められ
る． 
   
24
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    
 （4.5） 
ただし，u, v, ωは以下の式で表される． 
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図 4.3 に開発したマルチスタティックリニアアレイレーダを示す[1-3, 5]．このレーダ装
置はハンディタイプの 3 次元イメージングレーダである．装置はレーダ本体と信号処理機
から構成されている．図 4.4 にその装置ブロック図を示す．信号処理機（Signal Processing 
Unit）はノートパソコン（HP elite book 2560p），A/D ボード，バッテリーから構成されてお
り，レーダ本体への電力供給と，レーダ本体で計測したデータのデータ収集を行う．計測し
たデータを合成開口処理することによって，壁内部の 3 次元映像をノートパソコンのモニ
ター上に出力する．計測長が 512 mm の場合，信号処理に要する時間は約 3.6 秒となる．レ
ーダ本体（Radar Unit）は，リニアアレイアンテナ（送信 32ch，受信 32ch のテーパーバラン
回路付き抵抗装荷プリント化ボウタイアンテナ），送信用 RF スイッチユニット（SP32T：
single pole 32 throw），受信用 RF スイッチユニット（SP32T），ステップ周波数レーダユニッ
ト（10-20GHz），スイッチコントロールユニット，レーダコントロールユニットから構成さ
れる．レーダ本体には 4 つの車輪が取り付けられており，壁の表面を手動で走行させること
ができる．その車輪の 1 つに内蔵されたエンコーダからは，2 mm 毎にエンコーダ信号が出
力され，レーダコントロールユニットに入力される．レーダコントロールユニットはステッ
プ周波数レーダユニットを制御し，9.94GHz から 19.7GHz の周波数帯域でステップ状にマ










要する時間は 33 ms であり，ここから決定されるレーダ本体の最大計測速度は 6 cm/s とな
る．この装置を利用して、3 次元映像を得るために必要なデータを 1 回のスキャンで計測す
ることができる。レーダ本体と信号処理機の重量はそれぞれ 6 kg と 15 kg である。この装
置は、その実効輻射電力（EIRP：Effective Isotropic Radiated Power）[6]から、日本では微弱
無線局に分類される。したがって、日本では無線局の免許無しで使用することができる。こ
の開発した装置の概略仕様を表 4.1 に示す． 
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表 4.1 開発装置概略仕様 
Specifications 
Radar Type Multi-static linear array radar 
Frequency Band 10-20GHz（9.94～19.7 GHz）(Step frequency radar) 
Array Antenna Unit 64 antennas (32 transmitting + 32 receiving) 
Detectable Depth 240mm 
Measurement Width 472.5mm 
Measurement Speed 6 cm/s 





した．その概念図を図 4.5 に示す．ベニヤ板の石膏ボード表面からの距離は 87mm で，実際
の在来工法の木造家屋の筋交い材の位置と合わせてある．石膏ボードは 6 つの胴縁と呼ば
れる木製の補強材（断面 15 mm×30 mm）で補強されている．石膏ボードの厚みは 12.5 mm
である．2 つのベニヤ平板（断面 90 mm×23 mm）を 12°の角度で付き合わせて配置し，折
れ曲がった筋交い材を模擬している．ベニヤ板を用いた理由は，木目が少なく平面的に均一
な材質であるからである．計測長は 700 mm である． 
その計測結果を図 4.6 に示す．計測データから合成開口処理によって得られた 3 次元映像
の画像強度は最大値で正規化されている．正規化された画像強度のカラーテーブルと透過










た胴縁（断面 15 mm×30 mm）の上に釘で固定されている．石膏ボード表面から筋交い材表
面の距離は 87.5mm となる．この筋交いは両端の柱に対して 45°の角度を為すように配置
されている．一般に木造家屋の壁の両面は壁材で覆われているが，モデルでは内部の構造が
良く分かるように裏側の外壁材を取り外している．計測長は 512 mm である． 

































































































































さらに MSLAR で計測したデータに対して，第 3 章で提案した校正処理を行い校正の効
果の評価も行った．図 4.10 に計測レイアウトを示す． 
 
図 4.10 桧材の計測レイアウト 
 
計測に利用した目標物は，実際に筋交いに利用されている断面が 90 mm×45 mm，長さが
1200 mm の桧材（二つ割）である．目標物はアレイアンテナ表面から 104 mm（z = 104 mm）
離れた位置に，筋交いを模してレーダ本体の計測面と平行かつ，走査方向と 45 度の角度を
















図 4.11 計測に用いた桧材 
 
ここで，x 軸は走査方向，y 軸はアレイアンテナ方向，z 軸はレンジ方向（深さ方向）を示
す．走査方向の計測距離は 512mm であり，計測間隔は 2 mm である．校正データには，ア
レイアンテナから75 mm離した位置に置いた反射板の計測データを利用した．反射板には，
リニアアレイアンテナより十分大きいと考えられる長さ 1000 mm×幅 400 mm のステンレ
ス板を使用した． 
 この桧材の計測データに対して校正処理を行い，合成開口処理を行った．その結果の 3 次















図 4.12 計測データ校正後の桧材の 3 次元映像 
 




 図 4.13 にレンジ方向から見た校正処理無し，校正処理有りの目標物の 3 次元映像をそれ
ぞれ示す．図 4.14 に走査方向から見た校正処理無し，校正処理有りの目標物の 3 次元映像
をそれぞれ示す．図 4.13 からは，目標物の画像が校正処理の有無に関わらず明瞭に映像化
されていることが分かる．しかしながら図 4.14 からは，校正処理有りの映像にいくつかの
改善が見られる．図 4.14(a)の中で，実際には存在しない薄い虚像が目標物の背後の約 20 mm
の位置に現れている．これに対して校正処理有りの図 4.14(b)の中ではこの虚像が消えてい
























図 4.14 走査方向から見た桧材の 3 次元映像 
(a)校正処理無し，(b)校正処理有り 
 


















































ウトを図 4.15 に示す． 
 
図 4.15 コの字アルミチャンネルの計測レイアウト 
 
目標物は 20 mm×20 mm の断面を持つ長さ 1000 mm のコの字アルミチャンネルである．目
標物はアレイアンテナ表面から 84 mm（z = 84 mm）離れた位置に，走査方向と垂直でアレ
イアンテナと平行に配置されている．目標物の走査方向の位置は 254mm（x = 254 mm）で
ある．計測距離は 512mm であり，計測間隔は 2 mm である．  
 この目標物の計測データに対して校正処理を行い，合成開口処理を行った．その結果の 3

















図 4.16 計測データ校正後のコの字アルミチャンネルの 3 次元映像 
 
図 4.17 に，走査方向から見た校正処理無し，校正処理有りの目標物の 3 次元映像をそれぞ
れ示す． 
 



































の画像強度である．ここで，x 座標の値は目標物を配置した走査位置 254 mm（x = 254 mm），
y 座標の値の範囲は 75 mm から 405 mm，z 座標の範囲は 50 mm から 200 mm である． 
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えられる．図 4.18(a)から目標物の映像の z 座標の値が 3 mm の範囲で変動（77.5 mm～80.5 
mm）していることが分かる．このことは，図4.17(a)の目標物の映像をアルファベットの“W”
に似た形状に変形させている．また，目標物の映像の平均の z 座標の値（z = 79 mm）は，
実際の目標物の z 座標の値である 84 mm よりも 5 mm 浅い値となっている．校正処理後の




割（厚み 45 mm）と三つ割（厚み 30 mm）の厚みの差 15 mm を捕らえる上で実用上非常に
重要な改善であると考えられる．  




 木造家屋用の非破壊検査装置として，壁内部を非破壊で 3 次元映像化可能な 10 GHz～20 
GHz 帯 MSLAR を提案した．装置を開発し，その性能確認をするために，2 つの在来工法木
造家屋壁モデルに対して計測試験を実施した．その結果，これらモデルに対して壁内部の筋
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第 5章 木造家屋壁モデルによる壁内部の 3次元映像化性能の実証 
 第 2 章では， マルチスタティックリニアアレイレーダ（MSLAR）用リニアアレイアンテ














この第 5 章は以下の順で構成される．5.2 節では，製作した外壁モデル試験体について示
す． 5.3 節では，実施した実証試験の計測ならびに評価方法について示す． 5.4 節では，得
られた試験結果について示す．5.5 節は試験結果に対する考察を示す．5.6 節は結言である． 
 
5.2 外壁モデル試験体 
 木造家屋外壁モデル試験体（以下試験体）を製作した．製作した場所は図 5.1 に示す東北
大学構内に建設されたテント中である．図 5.2 にテント内部の試験体の写真を示す．テント
内に置かれた試験体のうち試験体 No. 1 を図 5.3 に示す．試験体は木造家屋の外壁を模して
製作されている．ここでは屋内側の壁面，屋外側の壁面をそれぞれ屋内壁，屋外壁と呼ぶ．








図 5.1 構内試験施設 
 
 





図 5.3 試験体 No. 1 
 
 











図 5.5～図 5.8 に今回計測を実施した試験体 No. 1，No. 3～No. 5 の骨組みの図面を示す．試
験体骨組みは木造家屋の外壁を模して桧材で製作されている．各部材の名称の横にはその

















































































































































表 5.1 施工された壁材の構成ならびに試験体厚み 
試験体 
番号 





























図 5.5～図 5.8 の破線で囲まれた領域である．計測については図 5.3 の矢印もしくは図 5.5 の
破線部内の破線矢印で示される通り，屋外壁，屋内壁共に上段 4 回，下段 4 回実施した． 1
回の計測で走査方向に最大 1024 mm，アンテナアレイ方向に 480mm，レンジ方向に 240mm
の領域の 3 次元映像を得る．図 5.9(a)に試験体 No. 4 の屋内壁側の計測結果である 3 次元映
像の一部を示す．x 軸は走査方向，y 軸はアンテナアレイ方向，z 軸はレンジ方向である．こ
の 3 次元映像から，直接波を含む計測側の屋内壁表面の画像強度が大きいためにその向こ
うの壁内部の構造を観察することが困難であることが分かる．図 5.9 (b)には，その壁表面の
画像を除去した 3 次元映像を示す．明瞭に筋交い，屋外壁の胴縁，屋外壁裏面の 3 次元映像
が表示されていることが分かる．以下の試験においては，このように計測面直近の壁表面の
画像を除去した上で，筋交いが明瞭に映像化されるかどうかの見極めを行うことにした．ま
た，全ての 3 次元映像の画像強度は，試験体 No. 4 の屋内壁側から計測した筋交いの最大画













 図 5.11～図 5.14 に今回計測した試験体の 3 次元映像を示す．上下計 8 回の計測の内，計
測領域が重なっているものについては 3 次元映像を重ねて表示している．中央部の画像が
欠損している領域は未計測部である．図 5.11 (a)は試験体 No. 1 の屋外壁側の計測結果であ
る．屋内壁裏面の画像が縞状に現れており，筋交いの画像は屋内壁裏面の画像強度が小さい
















































図 5.11 試験体 No. 1 の 3 次元画像 
(a)屋外壁側，(b)屋内壁側． 
 
図 5.12(a)は試験体 No. 3 の屋外壁側の計測結果である．屋内壁裏面の画像が細かく縞状に
現れており，筋交い画像は屋内壁裏面の画像強度が小さい部分として間接的に現れている．
図 5.12(b)は試験体 No. 3 の屋内壁側の計測結果である．筋交いの画像は明瞭に現れている． 
 























 図 5.13(a)は試験体 No. 4 の屋外壁側の計測結果である．筋交いの画像は屋内壁裏面の画像




図 5.13 試験体 No. 4 の 3 次元画像 
(a)屋外壁側，(b)屋内壁側． 
 
 図 5.14(a)は試験体 No. 5 の屋外壁側の計測結果である．筋交いの画像は屋内壁裏面の画像




























の胴縁を挟むこともあるが，その場合には 15 mm の隙間がある．このレーダのレンジ分解
















十分な隙間が有る．試験体 No.1 では 75 mm，No. 3 では 90 mm，No. 4 では 90 mm，No. 5 で
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認作業は 1 戸当たり 4 時間であり，殆どの時間は屋根裏や床下での確認作業に費やされた．
















位置を図 6.1 にそれぞれ示す．その計測結果については図 6.2 に示す．下区地区センターの




















図 6.2 上区地区センター外壁の計測結果 
 
 

























そのソフトウエアの画面を図 6.5 に示す． 
 






















































































を実施した．図 6.9 に計測した木造家屋試験体の図面を示す．  
 
 





図 6.10 耐震診断支援システムの分析画面 
 
画面の家屋図面の壁の位置にある矢印ボタンをマウスでクリックするとその場所の壁の写
















その結果，筋交いの幅は 89mm であった．図 6.9 から試験体の筋交いの幅は 90mm であり，
誤差 1mm で筋交いの幅を読み取ることができていることが分かる．また，深さ Z を変えた
平面画像を図 6.11 に示す． 
 
 






























つ割”と呼ばれる厚さ 45 mm×幅 90 mm の断面形状を持つ筋交いもしくは“三つ割”と呼
ばれる厚さ 30 mm×幅 90 mm の断面形状を持つ筋交いが用いられる．また建物によっては
これらの断面形状以外の筋交いが用いられる場合もあるが，木造建築で利用される木材の












 木造家屋の耐震診断分野への MSLAR の適用にあたり，今後検討すべき課題を以下に述
べる．強度部材である柱については，これまでの計測結果においてあまり触れられていない
ためここで検討を行う．壁の中の柱は，筋交いとは異なり構造上手前側の壁材に接している









































 第 1 章では，本研究の背景と目的を示した．その中で従来工法木造家屋の耐震診断の現状
と課題を示した．そして課題を解決する非破壊検査手法について検討し，電波によるレーダ
法が有力であることを示した．レーダ法を利用する耐震診断へ適用可能な非破壊検査装置
として，MSLAR を提案した．  














 第 4 章では，木造家屋用の非破壊検査装置として，壁内部を非破壊で 3 次元映像化可能




























認作業で熟練した住宅検査員とサポートを加えた 2 名の住宅検査員が実施していた 4 時間
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のような状況の下，本研究では新たに 10～20 GHz の帯域幅で動作するアレイアンテナを最
適化設計し，そのアレイアンテナの校正方法を提案することで，この周波数帯域幅で動作す
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